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研究成果の概要（和文）： 本研究は、高齢者が相互に支え合う意義の理論仮説を生成し、要援護高齢者の社会
参加に関する埼玉県内の実態調査を実施するとともに、高齢者の社会参加を促進する講座をアクションリサーチ
により県内2町で検証した。実態調査回答者へのアクティヴインタビューと2町の実証から、学びを社会参加に促
進する担い手役割を明確化し、学びを実践につなぐプログラム展開方法を構築した。
 その結果、地域共生社会の実現に向けて、「生活支援体制整備事業」を活用し、要援護高齢者が主体的に社会
参加する相互に学び合い・支え合う仕組みの構造化を示した。

研究成果の概要（英文）：This study generated a theory hypothesis of the significance that an elderly
 person supported each other mutually and carried out fact-finding in Saitama about the society 
participation of the elderly with special needs required and verified a lecture to promote the 
society participation of the elderly person by action research in two town.I clarified the role of 
supporter to promote learning to society participation from active interview for the respondents of 
the actual situation survey and the demonstration of the two towns and constructed a program 
development method to connect learning to practice. As a result, in order to realize of Inclusive 
Society in the Community, utilizes the "life support system development projects", I showed the 
structuring of a mechanism to mutual learning and support to encourage proactive social 
participation among elderly with special needs.

研究分野：社会福祉

キーワード： 要援護高齢者の社会参加　プログラム展開方法　支援者役割　学び合い・支え合う仕組み　生活支援体
制整備事業
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 要援護高齢者も「支える側」になる支え
合いの仕組みづくりが必要 
2015 年の介護保険法の改正において、地域
包括ケアシステムを支える住民等の互助活
動がサービスに位置付けられる方向性が示
された。高齢者の生活支援を進める新しい地
域づくりが求められ、今後、単身や夫婦のみ
高齢者世帯が増加する人口減少社会におい
て、社会的孤立を防ぎ、尊厳を保ちながら自
立生活が続けられるように、多様な主体を活
用しながら、要援護者と見られがちな高齢者
が「支えられる側」だけでなく、「支える側」
にもなり、相互に学び合い、生きがいをもっ
て、地域で支え合う仕組みづくりが求められ
ている。しかし、要援護者と見られがちな高
齢者が社会活動に参加することに関する研
究はほとんどみられなかった。 
自治体ごとに地域包括ケアシステムの構
築が求められる今後の社会において、地域で
自立した生活を続けるために、「支える側」
として元気な高齢者だけに着目するのでは
なく、「支えられる側」に見られがちな、サ
ービスを必要としている高齢者に視点を当
て、生きがいをもち、社会参加につながる機
会を得ることが当たり前の社会を創出する
必要があると考えた。 
２．研究の目的 
本研究は、高齢者をサービスの受益者だけ
ではなく、サービスを自ら創造し、提供する
者と捉え、地域社会とのつながりを築き、相
互に支え合う新たな地域づくりの主体とな
ることが重要と考え、高齢者が相互に学び合
い・支え合う双方向性の意義を明らかにして、
高齢者の社会活動(ボランティア)の実態を
検証し、特に要援護者と見られがちな高齢者
が主体となり、地域で学び合い・支え合う仕
組みの構造化を目的とする。 
３．研究の方法 
(1)弱さの力を活かし相互に支え合う意義 
筆者が代表する多職種の福祉専門職と地
域福祉活動実践者による学びを実践につな
ぐプラットフォーム「埼玉県福祉でまちづく
り研究会」で多様な実践を検証しつつ、文献
等で先行研究を実施し、本研究における高齢
者が相互に支え合う意義について理論仮説
を生成し、要支援等の要援護高齢者のもつ
「弱さの力」1)を活かし、相互に支え合う意
義を明らかにして、その力が活かせる場づく
りの検討を試みた。 
(2)社会活動に関するアンケート調査 
本研究に関する調査の一環として、現在の
高齢者の地域における社会活動の実態を検
証するため、埼玉県内の社会福祉協議会、地
域包括支援センター、埼玉県「地域支え合い
の仕組み」を実施している団体に、調査票を
郵送またはメールで配布し回収する方法に
より、アンケート調査を実施した。 
(3) アンケート回答者へのアクティヴ・イン
タビュー 

アンケート調査の回答で、「要援護高齢者
を主体として捉え、その人の希望や願いを配
慮して、何か社会参加し生きがいにつながる
活動につないだ事例はありますか」の問いに
「ある」と回答し、具体的な記述があり、連
絡先が記入されていた社会福祉協議会(以下、
社協)と地域包括支援センター(以下、包括)
の担当職員に対し、インタビュー協力依頼を
通知。その結果、包括は回答 8 ヶ所のうち 3
ヶ所、社協は 11 ヶ所のうち 3 ヶ所にアクテ
ィヴ・インタビューを実施した。 
(4)理論仮説の実証-アクション・リサーチ 
本研究における理論仮説に基づき、高齢者
のもつ力を活かし、相互に学び合い、支え合
いにつなぐ場づくりを実証するため、埼玉県
内 A町の協力を得て、元気高齢者だけでなく、
要援護高齢者(目安:要支援1,2、要介護1,2、
認知症高齢者の日常生活自立度Ⅰ、Ⅱ、障害
高齢者の日常生活自立度 J)が「支援される
側」ではなく「支援する側」になるように、
要援護高齢者も対象として、その人の希望を
社会参加につなげられるような講座の実施
について、各自治体が実施検討段階にあった
「生活支援体制整備事業」に活用出来るよう、
筆者が企画運営を協働し、役割分担をしてア
クション・リサーチで実施した。翌年は、同
県内 B町において、A町の講座試案の妥当性
を比較検証した。 
(5) 学び合い・支え合う仕組みの構造化 
これらの検証を踏まえ、地域で学び合い・
支え合う仕組みの構造化について、埼玉県に
おいて多職種が協働し、身近な生活圏域から
地域全体までを段階的に支えられるよう、地
域福祉活動実践者や住民とともに支え合う
仕組みとして、地域福祉総合支援体制の具現
化に向けた人材育成と仕組みづくりの仮説
検証をしてきた「埼玉県福祉でまちづくり研
究会」における具体的な実践検証から、地域
で学び合い・支え合う仕組みを構造化した。 
４．研究成果 
(1)高齢者が相互に支え合う意義と場づくり 
本研究は、「支援される側」と庇護する視
点だけでなく、ICFの視点から高齢者を能動
的に捉え、要援護高齢者のもつ力(エンパワ
メント)に着目し、主体と捉え、家族や近隣
等の関係者は、本人の「人や社会の役に立ち
たい」という思いや願い(希望)に主眼をおき、
その主体性を支える姿勢をもつことが重要
と考える。ケアを必要とする人が増大し得る
近未来を想定し、要援護高齢者のもつ力に着
目し、「ケアされる存在」として捉えるので
はなく、双方向性の支え合い、つまり「ケア
する、される」関係性の中で人間としての尊
厳をまもり、よりよく生きるために自己実現
を図ることが重要と捉える。要援護高齢者は
当事者でもあり、他の要援護高齢者を支える
存在にもなり得る。これが本研究における相
互に支え合うための双方向性の意義である。 
超高齢社会において、要援護高齢者を含む
高齢者が相互に支え合える場づくりが必要



であり、こうした新たな地域づくりをしてい
くためには、ソーシャルインクルージョンの
理念に依拠し、エンパワメントに着目し、生
きる主体として人や社会に役立とうとする
自分がもつ力(「弱さの力」)を活かせる社会
参加の場と空間(居場所)を日常的で身近な
生活環境に創出する必要がある。そのために
は各種専門職とともに多様な人たちによる
支援体制が重要になる。これらを具現化する
方法として、①要援護高齢者が出向ける自分
を活かせる場をつくる、②要援護高齢者を支
えられる側だけでなく支え手になり得ると
いう価値観を認識する福祉教育、③要援護高
齢者の主体的行動を支える、個別・地域支援
を担う専門職等の人材育成、この 3点が必要
と考えた。そして、本研究において、①の実
際について埼玉県内の現状を各種団体への
アンケート調査から検証し、②③については
A,B町でのアクション・リサーチやアクティ
ヴ・インタビューから検証することを試みた。 
(2)アンケート調査結果から 
 2016 年当時、先述した 3団体(合計 387)に
対しアンケートを実施し、148 団体から回収
した(表 1)。 
 
 
 
 
 
 
アンケート調査を実施した結果、社協
74.3%、地域支え合い 52.6%、包括 66.7%が、
要援護高齢者を社会活動により、「支援する
側」にもなり得ると捉えていることが分かっ
た。 
そして、「支援する側」になるために必要
な取り組みとして上位に挙げられたのは、① 
社会参加と生きがいの機会を創出 、②住民
向け理解のための講座や研修、③要援護高齢
者と関連団体等とのネットワーク、④ボラン
ティア・NPO 団体への理解促進。団体別上位
は、1970 年代から福祉教育推進の中核を担っ
てきた社協の 3位は「学校における福祉教育」、
4位に④、5位が③であった。包括は、3位が
④、4 位が③になる。各種団体と連携するこ
とで機能する地域支え合いの 2 位は③、3 位
が②になった。 
また、要援護高齢者が「支援する側」とし
て可能と考えられる取り組みの上位は、①趣
味・特技を生かすこと、②仕事経験を生かす
こと、③家事や話し相手等の日常生活経験を
生かせること、④本人の希望や願いを聞いて
協力可能な社会資源とつなぐ(図 3)。団体別
上位は、社協のみ 2 位は④、3 位は仕事経験
を生かすと同率で「学校における福祉教育実
践として児童・生徒との関わり」となった。
社協は、前述した福祉教育とともに、コミュ
ニティワークによる地域支援を担う団体と
して、社会資源の活用・調整・開発の実績が
あり、そのことが反映していると考えられた。 

3 団体は、要援護高齢者を「支援する側」
になり得ると捉えながらも、要援護高齢者を
主体とする講座や研修機会の設置 は、社協 
77.1％、地域支え合い 89.5％、包括 89.3％
が「設けていない」と回答し、ほとんど実施
されていないことが分かった。 
要援護高齢者を主体と捉えた事例の有無
については、社協 51.4％、地域支え合い
78.9％、包括 64％と大半が「ない」と回答。 
しかし、「ある」と回答され、具体的事例
をもつ団体の記述内容は、社協 23 コード、
包括 25 コード、地域支え合い 7 コードの計
55 コードに整理出来た。もっとも多い「役割
を担う(社協 11、地域支え合い 4、包括 10)」
は、サロンやオレンジカフェ等で役割を担っ
てもらったり、特技等を活かし教える役割を
もったり、清掃、話し相手、食器洗い等の手
伝いが記された。「ボランティアの案内・参
加(社協 9、包括 9)」は、サロンやカフェの
ボランティア、話し相手や見守りボランティ
ア、仕事経験を活かしたボランティア等が記
された。「趣味などの発表の場(包括 3、地域
支え合い 1)」は、民謡や料理、楽器演奏等の
趣味や特技を披露する場がつくられたこと
が記された。「サービス提供から活動につな
げる(社協 2、地域支え合い 1、包括 1)」は、
要援護高齢者の自立支援としてサロンや地
域活動につないだこと等が記された。「就労
(包括 2)」は、資格を活かした仕事や食堂の
非常勤につなげたことが記された。「集まり
への参加(地域支え合い 1)」は、ひきこもり
がちな人をサークルにつなげていた。 
この結果から、要援護高齢者が自らを活か
す場づくりについて、講座や研修はほとんど
実施されてはいないが、社協、包括では、3
団体アンケートで確認した「要援護高齢者が
『支援する側』として可能と考えられる取り
組み」に挙げられた、①趣味・特技、②仕事
経験、③家事や話し相手等の日常生活経験を
実践として生かしていることが確認された。
個別支援と地域支援を担うこれらの団体に
より、要援護高齢者の力が生かされ、社会活
動の機会をつくる可能性が示唆された。 
また、今後、こうした要援護高齢者が主体
的に社会活動へ参加促進するために、3 団体
アンケートで確認した「『支援する側』にな
るために必要な取り組み」として、高齢者の
①社会参加と生きがいの機会を創出するこ
とを目的にもち、②住民理解のための講座や
研修を、効果的に展開する方法を明らかにす
る必要性が確認された。 
(3) アクション・リサーチによる要援護高齢
者を含む高齢者同士が相互に学び合い社会
参加につなぐ場としての講座展開方法試案 
アンケート結果による住民理解と参加を
促進する講座を展開した。講座名は「いつま
でもイキイキと暮らす支え合い講座」とし、
新しい「介護予防・日常生活支援総合事業 」
に向けて、「要援護高齢者を含む住民主体の
互助活動の充実を図る人材育成」を目的とし

 



た。要援護高齢者を主体と受けとめ、双方向
性の支え合いにつなげられるように、運営は、
行政、包括、社協を中心に、「生活支援体制
整備事業」に活用出来るように「コーディネ
ーター」と「協議体」を機能させ、学びを実
践につなぐプラットフォームになるように
した。運営の視点は、住民の福祉力の向上と
社会参加につなぐことに主眼をおいた。そし
て、関係者の協力で講座プログラムを作成し、
生活支援体制整備が出来るよう講座運営体
制(図 1)の構造化を試みた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
講座は、「支え合い」の福祉体験学習にな
るよう、筆者の体験学習の枠組みを援用し、
本研究における講座の展開方法と内容(図 2)
は、受動的な一方的講義だけではなく、受講
者の能動的参加を促進するために、「講義」
「話し合い(グループワーク)」「具体的な体
験の機会」「振り返り」を取り入れた。また、
互いを知り、新たな人間関係を形成する機会
になる「話し合う」の有効性を講座の運営に
携わる担当者間にも活用し、各講座の開始前
後に筆者とミーティングを実施した。 
 
 

 

 

 

 

 
A、B 町の講座申し込みの結果は以下のと
おり(表 2)。A町の要援護高齢者の申込者は、
参加申込者数の 17.3％。要支援 2が 1名、そ
れ以外は、日本老年医学会の「虚弱
(Frailty)」と要支援の狭間の人であった。B
町は、参加申込者数の 15.8％。要支援 2が 1
名、要支援 1が 3名で身障手帳有が 3名、虚
弱が2名だった。講座に継続的参加が可能で、
社会参加につながり得る要援護高齢者の割
合は、A,B 町ほぼ同等で、虚弱から要支援 2
程度の可能性が示唆された。 
 
 
 
 
 
 
 
 座学にとどまらず、支え合いを実践的に理

解するため、地域活動紹介と具体的な地域活
動を自ら選んで体験出来るようにプログラ
ムし、受講者同士の話し合いの機会を活用し
た結果、以下の社会活動につながった(表 3)。
両町ともに、要援護高齢者の社会活動につな
がった割合は 3割程度で、ほぼ同等であった。 

表 3 

 
 
 
 
 
特に A町では、この体験プログラムに参加 
した受講者同士が講座後に「わいわい手習い
塾」を社会福祉士の側面支援で組織化した。
そして、子ども達と継続的に関わり、最近は
子ども達からの自発的な願いを活動に加え
ている。このように、新たな社会資源の開発
の可能性があることが実証された。 
両町ともに、講座展開における受講者の学
習支援と具体的活動実践につなぐためには、
「コーディネーター」を中心とする包括や社
協の担当者の役割が欠かせないことが分か
った。受講者はこの担当者を窓口にして、講
座で学び、様々な活動を知り、実際の地域の
活動に体験参加し、受講生同士の話し合いの
機会を活かし、新たな人間関係を形成して、
多様な社会参加のきっかけを得た。このよう
に講座は、地域に不足するサービスの創出や
担い手養成と、要援護高齢者を含む高齢者の
生きがいと社会参加の機会づくりの一助と
なり、人のつながりと活動の場づくりになる
ことが示唆された。また、両町ともに次世代
を担う子ども達との関わりを希望する高齢
者が多く、新たな社会活動として、子どもと
の関わり(多世代間交流) につながっている。 
こうした講座試案の実証から、要援護高齢
者を「支えられる側」だけでなく支え手にな
り得るという価値観を認識する福祉教育の
機会として実践を取り入れた講座が有効で
あり、学びを実践につなぐには「コーディネ
ーター」の支援が欠かせないことが分かった。 
両町の講座の担当者共通の学びとして、
「コーディネーターと協議体によるコーデ
ィネート機能の考え方」(介護予防・日常生
活支援総合事業ガイドライン[老発 0605 第 5
号 2015 年 6 月 5日] )について、講座企画運
営の展開過程で実践的に理解することが出
来ていた。両町において、それぞれ「生活支
援体制整備事業」の一環として、「コーディ
ネーター」の役割である「生活支援の担い手
養成」「サービス開発」「関係者のネットワ
ーク化」に講座展開過程からつながることが
実証から可能であることが分かった。 
今後、新しい地域支援事業の展開に向けて、
「生活支援体制整備事業」を担う中心的な団
体が、地域の様々な社会資源との関係を活か
し、協働してこうした講座を展開して、学び
合いから支え合いの場づくりに向けること
が有効と考えられた。 
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(4) アクティヴ・インタビューによる要援護
高齢者の社会参加を調整し促進する担い手
の視点について 
講座試案において支援者役割の重要性が
示唆され、要援護高齢者の主体的行動を支え
る、個別・地域支援を担う専門職の人材育成
が必要であることが確認された。そして、社
会参加と生きがいにつながる活動につなご
うと担当者がどのように実践されたのか等、
要援護高齢者の社会参加を調整し促進する
担い手の役割の精緻化を試みるために、社協
3 名、包括 3 名の 6 名を対象にアクティヴ・
インタビューを実施した。その結果、担い手
には、①個人の尊重と主体性の配慮、②ニー
ドオリエンテッドに基づく個別・地域アセス
メントによるケアマネジメント、③承認欲求
を満たす、④人と社会に役立つ役割を配慮、
⑤意欲の尊重と力を活かす場作りから社会
参加と生きがいへつなぐ、⑥ボランタリィな
住民と共に受容力をもつ、⑦支え支えられる
「支え合い」の意識醸成、これらの視点の必
要性が確認された。こうした視点を踏まえ、
学び合いから支え合いにつなぐ講座を担う
コーディネーターへの研修を図る必要があ
ると考える。また、インタビューの対象者は、
いずれも個別支援と地域支援をつなぐソー
シャルワークに関する研修を踏まえて実践
されていることが分かった。そして、実践に
よる場づくりには、「食すること」を共にす
る場が集いやすく、専門職と住民の地域にお
けるネットワークを確保する協働姿勢の必
要性が示唆された。 
(5) 要援護高齢者が主体となる地域で相互
に学び合い・支え合う仕組みの構造化 
2 町のアクション・リサーチにより、講座
で体験機会をつくり、活動につながるように
コーディネーターが支援することで、具体的
にボランティア参加につながり、要援護高齢
者が主体的に社会参加するために、相互に学
び合う場として、「生活支援体制整備事業」
を活用し、「生活支援コーディネーター」の
役割を具現化する講座試案が機能すること
が示唆された。しかし、今回の実証では、「協
議体」が十分活かされるには至らなかった。
その結果、事後の高齢者の社会参加の支援は
コーディネーターに依拠していた。講座によ
る学びの場を支え合う地域づくりにつなぐ
ためには、キーパーソンとなるコーディネー
ターの役割が中核的として重要であるが、イ
ンタビューでも明らかになったように、多様
な関係団体で構成される「協議体」によるネ
ットワーク機能が必要になることが示唆さ
れた。そして、この「協議体」を「地域を基
盤とする福祉教育推進プラットフォーム」と
して機能させることが課題になる。アクショ
ン・リサーチにおいても、２町の事後の様子
報告で、「協議体」の団体間の理解も深まり、
その後の活動につながる兆しが見られた。講
座試案による学び合いの機会を支え合につ
なぐ仕組みとして機能させるためには、アク

ティヴ・インタビューで確認されたように、
コーディネーターや「協議体」メンバー等が、
個別支援と地域支援をつなぐソーシャルワ
ークに関する人材育成の機会をもつ必要が
考えられた。また、地域福祉活動実践者や地
域住民による支え合いに向けては、「地域を
基盤とする福祉教育推進プラットフォーム」
として、住民同士で学び合い、支え合い活動
につなぐ中学校圏域における身近な地域で
住民が相互に支え合う仕組みづくりも欠か
せない。こうした専門職と住民が協働する仕
組みとして、これまで「埼玉県福祉でまちづ
くり研究会」で実証研究してきた、概ね中学
校区域ごとに地域福祉計画及び地域福祉活
動計画等で地区計画をつくり、具体的に計画
内容を推進出来るように、町内会・自治会、
民生委員・児童委員、地区社協等による地域
の多様な社会資源が協働して構成される「地
域福祉推進基礎組織(本研究においては「地
域福祉推進協議会」)」により、様々な地域
事業や、前述した講座等による学習機会で住
民参加を促進し、住民が気軽に相談できる場
と、支え合い活動につなぐネットワークを機
能させるようにする。また、このような「身
近な地域で住民が相互に支え合う仕組み」の
下支えとしては、市町村全域で、行政が中核
となり総合相談調整機能をもち、各種ケアマ
ネジメントを一元化して、「地域ケア会議」
のような場を基盤とする多職種協働でソー
シャルワークを統合的に展開し、包括的に支
援する体制を築く必要がある。そして、住民
に身近な圏域と全域をつなぐ専門職として、
社協や包括に所属する「生活支援コーディネ
ーター」や、それを兼務する「地域福祉コー
ディネーター」が中核的な役割を担うことが
望ましいと考え、要援護高齢者が主体となる
地域で相互に学び合い・支え合う仕組みにつ
いて以下のように構造化した(図 3)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



こうした枠組みは、本研究と同時期に進行
され、近年、事業化された厚生労働省の「『地
域共生社会』の実現に向けた地域づくり強化
のための取組の推進(地域力強化推進事業、
多機関の協働による包括的支援体制構築事
業)」と構造的に共通する。そして、今回の
社会福祉法改正により、住民が主体的に地域
課題を把握して解決を試みる体制を築き、多
機関の協働による包括的支援体制の構築が、
自治体ごとに求められる。 
本研究は、要援護高齢者が主体的に生きら
れる新たな地域づくりとして、相互に支え合
うことについて、学び合う機会を創出するこ
とを第一に捉え、実践的な支え合いにつなぐ
ためには、キーパーソンとなるコーディネー
ターの役割が重要であり、その促進に向けて
は、多職種協働で、地域福祉活動実践者や地
域住民とともに取り組む必要があると考え
る。今後、地域包括ケアシステムの構築を踏
まえた地域共生社会の実現に向け、前述した
要援護高齢者が主体となる地域で相互に学
び合い・支え合う仕組みの構造(図 3)により、
高齢者を中心としつつ、次世代を担う子ども
達等あらゆる地域の人々が、相互承認と自分
が人や社会に何らかの形で役立ち得ること
を認識し、互いに支え、支えられる地域の受
容力を高められるように、相互に学び合いの
場をつくり、支え合う地域づくりへつなぐこ
とが重要であると考えた。 
・講座のアクション・リサーチは実施自治体と受講者に 

承諾を得て、講座時のアンケートや話し合いの記録に 

関する倫理的配慮は十文字学園女子大学研究倫理委 

員会の承認を得た上で実施した 
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